
第1部 午後2:05～3：00

｢ものづくりに大切なデザインの考え方｣
アッシュコンセプト　代表取締役
名児耶 秀美 氏
武蔵野美術大造形学部在学中にデンマーク人デザイナーのペア・シュメルシュア氏に師事。高島屋宣伝部を経てマーナに
入社し、2002年にアッシュコンセプトを設立して独立。
生活者とデザイナーがともに楽しめるモノづくりをテーマに、デザイナーブランド「＋ｄ」を発信、世界で販売する。日本各地の
地場産品を新たな視点でプロデュースする業務も行っている。
2012年には地元・蔵前に直営店の「KONCENT」をオープン。オーストラリアやマレーシアなど、海外にも店を構える。

第2部 午後3：00～3：50

｢職人ステップアップ事業 成果事例発表｣

「青梅縞」や「青梅夜具地」など織物の産地として古くから栄える青梅市
にある工房をひとりで切り盛りする鷹取麻利子氏。大学の教育学部を
卒業した後に弟子入りしたという異色の経歴の持ち主。職人ステップ
アップ事業をきっかけにホームページとオンラインショップの立ち上げに
着手した経緯などをうかがいます。

◆染工房 たかとり　鷹取 麻利子 氏

昨年度の職人ステップアップ事業利用者に、新たな事業展開につながる具体的な成果についてお話しいただきます。

ホームページとオンラインショップを立ち上げ、
SNSも改善

1946年創業の同社三代目が岩渕道子氏。創業者が編み出した「中金
色被せ硝子」は独自の技法で切子の美しい色彩を引き出すことで知ら
れるが、「製造に関してはプロだが販売方法に悩みが多かった」という。
専門家派遣を受けながら、職人ステップアップ講座を受講して得られた
収穫についてお聞きします。

◆中金硝子総合（株）　岩渕 道子 氏

販売力の強化につなげるため、
自社商品のブランディングに取り組む

令和6年度 〈主催〉 公益財団法人  東京都中小企業振興公社

日本の匠の技を世界へ

職人ステップアップ事業
普及啓発セミナー

ただいま参加お申し込み受付中です。
お申し込み方法は裏面をご覧ください。 

伝統工芸品事業者をはじめとする中小企業の皆様が、今後の経営の方向性を見出していくために参考となる情報を
提供するオンラインセミナーです。東京都の伝統工芸産業関連の皆様はもちろんのこと、都内中小企業の皆様、都内
関係機関職員の皆様のご参加をお待ちしております。

2024年10月8日（火）午後2時～4時
� オンライン開催　� Zoom配信　� 自宅視聴OK　� スマホOK　� Webカメラ不要

参加費無料



参加者氏名

在籍する
会社・団体

所属グループ

住所

部署名

連絡先
メールアドレス

電話番号

令和
6年度 職人ステップアップ事業
普及啓発セミナーお申し込み方法 参加費無料

03‐6826‐7552 （24時間受付中）
下記の申込書にご記入のうえ上記番号へお送りください。

お申し込み方法 1

お申し込み方法 2

いずれのお申し込み方法の場合でも、追って参加方法ご案内のメールをお送りいたします。

申込書

【ご受講者の個人情報のお取り扱いについて】
（利用目的）

①当該事業の事務連絡や管理運営・統計分析のために使用します。
②経営支援・技術支援等各種事業案内やアンケート調査依頼等を行う場合があります。（第三者への提供）以下により行政機関へ提供する場合
があります。

１． 目的…当公社からの行政機関への事業報告、行政機関からの各種事業案内、アンケート調査依頼等
２． 項目…氏名、連絡先等、当該事業申込書記載の内容
３． 手段…電子データ、プリントアウトした用紙

※上記利用を希望されない方は、当該事業担当者までご連絡ください。

※個人情報は「個人情報の保護に関する要綱」に基づき管理しております。当要綱は、公社ホームページ（http://www.tokyo-kosha.or.jp）より閲覧
及びダウンロード出来ますのでご参照ください。

【Zoomの視聴にあたって】
①視聴に必要なURLは、登録いただいたメール
アドレス宛へご案内メールにてご案内します。
URLはセミナーに参加する方のみ利用可能とし、
再配布を禁止します。

②動画の録画、キャプチャーは禁止です。発見
した場合は削除要求します。

③動画／音声に乱れが生じた場合も再送信には
応じません。

④異常と思われる接続を発見した場合、予告なく
切断することがあります。

お問い合わせ先 info@cbcenter.jp へメールにて、お問い合わせください。

https://shokuninsu.tokyo
上記URLかQRコードにアクセスして、必要事項を入力してください。

フリガナ

▢ 東京の伝統工芸品事業者　　　▢ 都内中小企業者

▢ 都内関係機関職員 （都、区市町村、商工団体、中小企業支援団体、地域金融機関等） 


